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平成１７年９月期 個別財務諸表の概要 訂正済 平成17年11月24日

会 社 名 ＩＭＶ株式会社 上 場 取 引 所 ＪＡＳＤＡＱ 

コード番号 ７７６０  本 社 所 在 都 道 府 県 大阪府 

（ＵＲＬ http://www.imv.co.jp/）   

代 表 者 役 職 名 代表取締役会長兼社長   

  小嶋 成夫   

問 合 せ 先 役 職 名 取締役専務執行役員管理本部長 ＴＥＬ (06)6478-2565 

  中村 雅彦   

決算取締役会開催日 平成17年11月18日 中間配当制度の有無 有 

配当支払開始予定日 平成17年12月26日 定時株主総会開催日 平成17年12月22日 

単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000株）   

１  17年9月期の業績（平成16年10月1日～平成17年9月30日） 

(1) 経営成績 （百万円未満切捨）

 売   上   高 営  業  利  益 経  常  利  益 

 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％

17年9月期  5,084 17.5  554  △1.7  584   6.5 

16年9月期  4,325 10.0  564  153.8  549  232.7 
 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益

株主資本 

当期純利益率

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率 

 百万円       ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年9月期   458  47.7   57 47  －  31.3  11.0  11.5 

16年9月期   310 290.8    39  14  －     36.4  13.8  12.7 
 
(注) ①期中平均株式数   17年9月期  7,673,070株     16年9月期  7,473,286株 

     ②会計処理の方法の変更    無 

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中  間 期  末 

配当金総額 

（年 間） 
配当性向 株主資本配当率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円       ％       ％

17年9月期 7 50   －   7 50  63  13.1  3.3 

16年9月期 6 00   －   6 00  44  15.3  4.5 

(注) 17年9月期期末の配当金の内訳は、普通配当6円50銭、上場記念配当1円であります。 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 
１株当たり 

株 主 資 本 

             百万円             百万円        ％      円   銭 

17年9月期  6,519 1,937 29.7 226  60 

16年9月期  4,075   993 24.4 130  58 

(注) ①期末発行済株式数   17年9月期  8,478,508株   16年9月期  7,478,508株 

     ②期末自己株式数     17年9月期    6,434株   16年9月期    5,222株 

２  18年9月期の業績予想（平成17年10月1日～平成18年9月30日） 

１株当たり年間配当金 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

中    間 期    末  

        百万円        百万円        百万円      円 銭      円 銭      円 銭 

中間期 3,172 483  287  －    －    －   

通  期 5,700 669  398  －    4 00    4 00   

(参考) 1株当たり予想当期純利益（通期）   23円51銭 

 上記の1株当たり予想当期純利益については、平成17年12月31日付で実施が予定される株式分割（1株を2株に分割）

が期首に行われたものとして算出しております。 

 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含ん

でおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
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1.個別財務諸表等 

  (1)貸借対照表 

(注)端数処理方法：単位未満切捨 (単位：千円)

第58期 第59期  

(平成16年9月30日) (平成17年9月30日) 増 減 

期  別 

 

科  目 金    額 金    額  

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産 2,741,640 3,166,127 424,486

     現金及び預金 503,964 528,242 24,278

     受取手形 619,899 766,612 146,713

     売掛金 751,933 1,236,127 484,194

     有価証券 409 －  △409

     製品 125,125 43,068 △82,056

     原材料 150,384 138,610 △11,773

     仕掛品 483,081 370,587 △112,494

     前渡金 10,239 －  △10,239

     前払費用 19,253 17,854 △1,399

     繰延税金資産 76,858 58,479 △18,378

     通貨スワップ 12,417 －  △12,417

     その他の流動資産 4,075 7,744 3,668

     貸倒引当金 △16,000 △1,200 14,800

Ⅱ 固定資産 1,333,815 3,352,927 2,019,111

 １ 有形固定資産 654,469 2,682,705 2,028,236

     建物 130,230 926,164 795,934

     構築物 23,402 60,060 36,657

     機械装置 29,635 32,793 3,158

     車両運搬具 927 520 △406

     工具器具備品 16,020 111,444 95,423

     土地 451,284 1,551,721 1,100,437

     建設仮勘定 2,969 －  △2,969

 ２ 無形固定資産 114,492 107,937 △6,554

     商標権 1,066 266 △800

     ソフトウェア 100,498 57,341 △43,157

     ソフトウェア仮勘定 9,878 47,281 37,402

     電話加入権 3,048 3,048 － 

 ３ 投資その他の資産 564,853 562,283 △2,569

     投資有価証券 139,005 217,644 78,639

     関係会社株式 10,000 10,000 － 

     出資金 10 10 － 

     繰延税金資産 199,346 79,655 △119,690

     長期性預金 156,000 200,000 43,999

     その他の投資 60,490 54,973 △5,517
  
     資産合計 4,075,456 6,519,054 2,443,598
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(注)端数処理方法：単位未満切捨 (単位：千円)

第58期 第59期  

(平成16年9月30日) (平成17年9月30日) 増 減 

期  別 

 

科  目 金    額 金    額  

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債 2,032,263 2,948,763 916,500

     支払手形 780,891 749,033 △31,858

     買掛金 236,030 257,964 21,934

     短期借入金 80,000 1,060,000 980,000

     １年以内返済予定の長期借入金 136,240 176,552 40,312

     １年以内償還予定の社債 200,000 300,000 100,000

     未払金 78,068 125,662 47,593

     未払費用 145,632 171,315 25,683

     未払法人税等 245,000 47,000 △198,000

     未払消費税等 38,441 21,543 △16,897

     前受金 74,595 9,884 △64,710

     預り金 5,787 5,693 △94

     製品保証引当金 11,500 24,000 12,500

     その他の流動負債 76 114 38

Ⅱ 固定負債 1,049,630 1,633,190 583,560

     社債 450,000 150,000 △300,000

     長期借入金 86,690 1,038,530 951,840

     退職給付引当金 329,734 238,259 △91,475

     役員退職慰労引当金 172,206 195,401 23,195

     預り保証金 11,000 11,000 －
  
     負債合計 3,081,893 4,581,954 1,500,060
  
（資本の部）  

Ⅰ 資本金 251,817 464,817 213,000

Ⅱ 資本剰余金 249,763 557,563 307,800

     資本準備金 249,763 557,563 307,800

Ⅲ 利益剰余金 477,117 872,848 395,730

    利益準備金 24,500 24,500 －

 当期未処分利益 452,617 848,348 395,730

Ⅳ その他有価証券評価差額金 15,044 43,048 28,004

Ⅴ 自己株式 △179 △1,177 △997
  
     資本合計 993,562 1,937,100 943,537
  
  
     負債及び資本合計 4,075,456 6,519,054 2,443,598
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貸借対照表注記事項 

 第58期 

(平成16年9月30日) 

第59期 

(平成17年9月30日) 

  １.有形固定資産の減価償却累計額 449,447 千円 459,063 千円

 ２.関係会社に対する負債 

 支払手形 75,662 千円 39,171 千円

 買掛金 15,531 千円 26,458 千円

 ３.担保に供している資産  短期借入金80,000千円、１年以内返済

予定の長期借入金136,240千円、長期借

入金86,690千円、受取手形割引高64,849

千円及び関係会社(日東精機株式会社)

に対する債務保証73,935千円の担保に

供しているものは次のとおりでありま

す。 

 短期借入金1,060,000千円、１年以内

返済予定の長期借入金176,552千円、長

期借入金1,038,530千円及び関係会社

(日東精機株式会社)に対する債務保証 

27,507千円の担保に供しているものは

次のとおりであります。 

   建物 130,230 千円 建物 926,164 千円

   土地 451,284 千円 土地 1,551,721 千円

   投資有価証券 1,656 千円 投資有価証券 2,888 千円

   計 583,170 千円 計 2,480,774 千円

 ４.保証債務  73,935 千円 27,507 千円

 ５.受取手形割引高  64,849 千円 ――― 

 ６.受取手形裏書譲渡高 7,107 千円 551 千円

７.会社が発行する株式 

 普通株式 29,000,000 株 29,000,000 株

 ８.発行済株式総数 

 普通株式 7,478,508 株 8,478,508 株

 ９.自己株式の保有数 

 普通株式 5,222 株 6,434 株

10.配当制限 

 

 有価証券の時価評価により、純資産額

が15,044千円増加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124

条第３号の規定により、配当に充当する

ことが制限されております。 

 有価証券の時価評価により、純資産額

が43,048千円増加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124

条第３号の規定により、配当に充当する

ことが制限されております。 
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  (2)損益計算書 

(注)端数処理方法：単位未満切捨 (単位：千円)

第58期 第59期 

(自 平成15年10月 1日 
至 平成16年 9月30日)

(自 平成16年10月 1日 
至 平成17年 9月30日)

期  別 

 

 

科  目 
金    額 金    額 

増 減 

  

Ⅰ 売上高 4,325,667 5,084,466 758,798

Ⅱ 売上原価 2,819,192 3,515,296 696,104

     売上総利益 1,506,475 1,569,170 62,694

Ⅲ 販売費及び一般管理費 942,154 1,014,672 72,517

     営業利益 564,321 554,497 △9,823

Ⅳ 営業外収益 56,723 114,154 57,431

    受取利息 690 1,218 527

    受取配当金 11,543 8,348 △3,195

   有価証券売却益 15,802 11,903 △3,899

   為替差益 5,271 －  △5,271

   受取手数料 9,096 11,055 1,959

   賃貸収入 － 67,437 67,437

   セミナー収入 10,959 7,533 △3,426

   雑収入 3,358 6,657 3,298

Ⅴ 営業外費用 71,945 84,114 12,169

   支払利息 10,827 27,537 16,709

   社債利息 9,953 10,263 309

   手形売却損 4,503 2,390 △2,113

   上場関連費用 － 12,439 12,439

   新株発行費 1,242 9,966 8,723

   為替差損 － 1,110 1,110

   賃貸原価 － 2,868 2,868

   セミナー費用 4,141 7,805 3,664

   訴訟関連費用 40,623 3,691 △36,932

   雑損失 652 6,042 5,390

     経常利益 549,099 584,537 35,437

Ⅵ 特別利益 5,257 276,367 271,109

     貸倒引当金戻入益 3,500 14,800 11,300

   固定資産売却益 － 256,131 256,131

   退職給付引当金戻入益 － 5,364 5,364

     投資有価証券売却益 1,757 71 △1,686

Ⅶ 特別損失 743 123,595 122,852

     固定資産除却損 743 284 △458

     移転関連費用 － 123,310 123,310

     税引前当期純利益 553,614 737,309 183,694

     法人税、住民税及び事業税 270,812 160,036 △110,776

     法人税等調整額 △27,397 119,007 146,405

     当期純利益 310,199 458,265 148,065

     前期繰越利益 142,418 390,083 247,664

     当期未処分利益 452,617 848,348 395,730

 

 



 

６

 

 

 

 

 

  (3)利益処分案 

(注)端数処理方法：単位未満切捨 (単位：千円)

第58期 第59期  

(平成16年9月30日現在) (平成17年9月30日現在) 増 減  

金    額 金    額  

  

Ⅰ 当期未処分利益 452,617 848,348 395,730

Ⅱ 利益処分額 62,534 193,912 131,377

     配当金 44,839 63,540 18,700

    役員賞与金 17,695 17,300 △395

    (うち監査役賞与金) (950) (900) (△50)

     圧縮積立金 － 113,071 113,071

Ⅲ 次期繰越利益 390,083 654,435 264,352

 

 

 

損益計算書注記事項 

  
第58期 

(自 平成15年10月 1日 
至 平成16年 9月30日) 

第59期 
(自 平成16年10月 1日 
至 平成17年 9月30日) 

  １.一般管理に含まれている研究開発費 218,007 千円 129,958 千円

 ２.訴訟関連費用  株式会社アイセルに支払った和解

金及びそれに伴う弁護士に支払った

報酬等であります。 

 株式会社アイセルの訴訟に伴う弁

護士に支払った報酬等であります。

 ３固定資産売却益 ―――  旧大阪工場の土地建物等の売却に

よるものであります。 

 ４.固定資産除却損  機械装置 106 千円 構築物 245 千円

  工具器具備品 636 千円 工具器具備品 39 千円

  計 743 千円 計 284 千円

 ５.移転関連費用 ―――  本社及び大阪工場の集約化に伴う

費用であります。 
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(重要な会計方針) 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

  (1)子会社株式 移動平均法による原価法 

  (2)その他有価証券  

    ①時価のあるもの 決算末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    ②時価のないもの 移動平均法による原価法 

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  (1)製品及び仕掛品 個別法による原価法 

  (2)原材料 移動平均法による原価法 

3. 固定資産の減価償却の方法  

  (1)有形固定資産 定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附

属設備を除く）については、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

  建物 30年～50年 

  構築物 ８年～18年 

  機械装置 ５年～11年 

  車両運搬具 ４年 

  工具器具備品 ２年～６年 

  (2)無形固定資産  

    ①商標権 定額法によっております。 

    ②自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。 

    ③市場販売目的のソフトウェア 見込販売数量に基づく償却額と見込有効期間(３年)に基づく均等配分額を比較し、

いずれか大きい額を償却する方法によっております。 

4. 繰延資産の処理方法 

    新株発行費 支出時に全額費用として処理しております。 

5. 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

6. 引当金の計上基準 

  (1)貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

    ①一般債権 貸倒実績率法によっております。 

    ②貸倒懸念債権及び破産更生債権 財務内容評価法によっております。 

  (2)製品保証引当金 販売済製品の無償補修費の支出に備えるため、過去の実績率を基礎にして算出した

保証期間内の無償補修費の見込額を計上しております。 

  (3)退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額及び年金資

産の時価に基づき簡便法で計上しております。 

  (4)役員退職慰労金引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額

を計上しております。 

7. リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

8. ヘッジ会計の方法  

  (1)ヘッジ会計の方法 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採

用しております。 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象  

    ①ヘッジ手段 金利スワップ 

    ②ヘッジ対象 借入金の利息 

  (3)ヘッジ方針 主に当社の内部規程である経理規程に基づき借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップを行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っておりま

す。 

  (4)ヘッジ有効性評価の方法 金利スワップは特例処理によっており、有効性の評価を省略しております。 

9. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 
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(リース取引関係) 

第58期 
(自 平成15年10月 1日 
至 平成16年 9月30日) 

第59期 
(自 平成16年10月 1日 
至 平成17年 9月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 工具器具備品
(千円) 

ソフトウェア
(千円) 

合計 
(千円) 

取得価額相当額 23,027 53,324 76,352

減価償却累計額 
相当額 19,038 39,727 58,765

期末残高相当額 3,989 13,597 17,586
   

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 工具器具備品
(千円) 

ソフトウェア
(千円) 

合計 
(千円) 

取得価額相当額 7,929 29,142 37,072

減価償却累計額
相当額 5,419 21,620 27,039

期末残高相当額 2,510 7,521 10,032
   

  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 7,691千円

１年超 10,698千円

 合計 18,390千円
 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 6,599千円

１年超 4,099千円

 合計 10,698千円
 

  

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 11,631千円

減価償却費相当額 10,557千円

支払利息相当額 386千円
 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 7,935千円

減価償却費相当額 7,553千円

支払利息相当額 244千円
 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 (1) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 (1) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (2) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

 (2) 利息相当額の算定方法 

同左 

 

(有価証券関係) 

第58期(自平成15年10月1日至平成16年9月30日)及び第59期(自平成16年10月１日至平成17年9月30日)における子会社

株式で時価のあるものはありません。 

 



 

９

(税効果会計関係) 

第58期 
(平成16年9月30日) 

第59期 
(平成17年9月30日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

 (1) 流動資産 

 繰延税金資産 

  貸倒引当金 6,480千円

  未払賞与 36,645千円

  未払法定福利費 4,703千円

  未払事業税 20,321千円

  製品保証引当金 4,657千円

  その他 4,050千円

合計 76,858千円
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

 (1) 流動資産 

 繰延税金資産 

  貸倒引当金 486千円

  未払賞与 37,421千円

  未払法定福利費 4,918千円

  未払事業税 4,261千円

  未払事業所税 1,157千円

  製品保証引当金 9,720千円

  その他 514千円

合計 58,479千円
  

(2) 固定資産 

 繰延税金資産 

  商標権 593千円

  ソフトウェア 6,896千円

  投資有価証券 2,783千円

  貸倒引当金 8,299千円

  退職給付引当金 121,269千円

  役員退職慰労引当金 69,743千円

合計 209,586千円

 繰延税金負債 

  その他有価証券評価差額金 △10,240千円

差引 199,346千円
  

(2) 固定資産 

 繰延税金資産 

  商標権 756千円

  ソフトウェア 12,887千円

  投資有価証券 2,783千円

  退職給付引当金 90,358千円

  役員退職慰労引当金 79,137千円

合計 185,922千円

 

 繰延税金負債 

  圧縮積立金 △76,964千円

  その他有価証券評価差額金 △29,302千円

合計 △106,267千円

差引 79,655千円
  

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率 42.0％

  (調整) 

  交際費 0.2％

  受取配当金 △0.8％

  留保金課税 3.6％

  リース資産税額控除 △0.2％

  試験研究費控除 △1.9％

  住民税均等割 0.3％

  その他 0.8％

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.0％
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率 40.5％

  (調整) 

  交際費 0.1％

  受取配当金 △0.3％

  リース資産税額控除 △0.2％

  試験研究費控除 △2.3％

  住民税均等割 0.9％

  その他 △0.8％

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.9％
  

 

 

  2.役員の異動 

1. 代表者の異動 

   該当事項なし。 

2. 新任取締役候補 

   取締役 本山  明彦 （現 常務執行役員営業本部長兼東京支店長） 

   取締役 小嶋  健太郎 （現 公認会計士小嶋成夫事務所 税理士） 

3. 退任予定監査役 

   監査役 尾上   賢  （現 非常勤監査役） 

   

 


